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しかし，朝鮮における法制をさらに複雑なものにしたのは. I併合」 の際， I朝鮮ニ於ケル法






















































約J 版であ っ たのであ る 。
しかしながら，重要な違いは，治安警察法iこ定められる処罰に比べて保安法による処罰が重
くされていることである。第6条の「四十以上ノ答刑文ハ十簡月以下ノ禁獄J は，治安警察法




kノ 答刑十箇月以下ノ 禁獄又ハ二信i年以 下 ノ 懲役ニ処ス 」 と い う 条文は治安警察法に も見 ら れ
ないものであることがすでに指摘されている(3)0 1政治ニ関 シJ と は， 当時 に あ っ て は韓国 と
日本との外交鴎係，日本の侵略・干渉をも含むものであり，保安法が日本の侵略を批判する
「不穏ノ言動動作」を取り締まることを目的として制定されたことは暁らかである (4)。また第
7 条は， 組織的な行動のみな らず個人的な行動を も規制 ・ 処罰 し う る も の と な っ てお り ， そ の
点で結社を主な対象とする治安維持法との違いがある。第 7条による処罰 (I五十以 Lノ答刑
十簡月以下ノ禁獄又ハ二箇年以下ノ懲役J)は，日本人間留者を対象とする保安規則(明治39

















1909年10汀 の伊藤博文暗殺事件後， 朝鮮では併合を求め るー進会の声明をめ ぐ っ て様々 の議
論が表われ，団体の結成も増えたが，この事態に対して日本がほぼ全権そ掌握していた警察当









1910年8 月 ， 日本は韓国政府に併合に関す る条約を締結 さ せ， 同月29日 こ れを公表 し た。 時
時lこ， 8 月27 日警務総監部令第三号 「集会取締ニ関ス ル件j を出 し . r当分 ノ 内政治ニ関 ス ル
集会若ハ属外ニ於ケjレ多衆ノ集合ヲ禁止ス」とした。








標梼し屑る団体中にも随分如何はしきもの多く〔下略JJ(9) と も報 じ ら れてお り ， 宗教 ・ 学事 ・
実業関係団体をも含めて結社の解散を撤底しようとする動きがあったことがわかるOこれが実
行に移されたかどうかは確認できない。同丹 23日に，先の警務総監部令第三号「集会取締ニ関












































































とおり， 1朝鮮人ノ 結社， 集会其ノ 他治安ニ関スル行動 ヲ 取締ルニ在 リ ト ス レ ハ i日韓国保安法
ニ花、分ノ改正ヲ加へレハ其ノ自的ヲ達スルニ十分ナルへシjという点にあった。































(3) 政治ニ関ス ル犯罪処罰 ノ 件










しかし，長官は緊急制令発布を承認せず， r普通の制令案」 の作成を山口 に命 じ た。 出 口 は，
案を作成して東京に行弘法制局と交渉した結呆制令第七号ができた，という(14)。閣議決定
の文書で見ると，裁可上奏案が作成されたのは 3 月 25日，閣議決定されたのは 4 月 10日であ
る。丸山県伊三郎政務総監が原敬首相に制令の発布について同意を求めたのは， 4 月9 日 の
ことである (16L
















「先駆けjとなったという説であるO先に引用した山口貞品の何想では. r政治ノ 変革j と い う
言葉をめぐって，その字義内容や内乱罪の朝憲、素吉しとの関係などについて法制局と議論したが，
結局他に適当な表現がなかったため，これに落ちついたが， r変革j と い う 言葉を使 っ た点で
治安維持法の「先駆」をなした，とされる(J九しかしながら，大韓帝国AAの出版法(1909年





象に含まれることになった。この点、については，閣議に提出された告Ij令案の「理由 J (18) を検
討する必要がある。
斡鮮総督府が作成したこの文書は，制令を制定する理由として，保安法は朝鮮人にのみ適用















3 れていた のであ る。 司法部長官国分二.亥は新聞談話で， 1保安法を以て し て は唯朝鮮内 に効
力を有するのみにて間島若くは露領等に於て朝鮮内に在る者と連絡し又は連絡なくして政治に
関し不穏の言動を為す者を処罰する事能はざりしものなりしを其効力を帝国領土以外にも及ぼ






ililJ令を必要と し た も う 1 つ の理由 は， 罰則を強化す る こ と に あ っ た。 最高刑は10年以 ドの懲








1919年3 月 か ら同年12月 末ま での間の罪名 (適用法令) 民統計に よれば， 起訴さ れた者9255名
のうち保安法6527名，制令第七号355名，騒擾罪2275名，その他98名であり，有罪確定判決で
は合計7816名のうち保安法5601名，制令第七号161名，騒擾罪1700名，その偽354名であっ
た (22Lつまり，保安法適用者が大半を占めており，制令第七号適用者は，起訴で3 . 8%，有罪
緩定で2 . 0%と低い比率を占めるに過ぎなかった。なお， 1独立宣言J を発表 し た民族代表ら は，





されたことを見落としてはならない。制令第七号は， 1920年代前半に重要な役割を果た し た法
令だったのである。
なお，制令第七日発布後も保安法は効力を有するものとされたが， 1保安法 と 今回の制令 と





1920年代前半， 朝鮮総督府当局は再び 「治安警察令J の制定を検討 し たよ う であ る。1924年














この記事によれば，従来の保安法では「不便J I欠始j があ る ので， 日付地J の治安警察法と
「大同小異jの法令を作成する準備を警務局が始めたが，実現までにはまだ時間を要する，と
いうことになる。この記事は， I治安警察法J と 呼んでい るが， 朝鮮総督府が制定す る も ので
あれば「治安警察令Jでなければならない。また，保安法を f治安法Jと書くなど，法令に関
する知識が不充分な記者の筆になるものと見られる。

























揺J r危険ナ ル思想J の流入 ・ 弥漫に対す る警戒心が強調 さ れた (25L












































か. (2) 法律条文の解釈と して植民地独IJ会企!出こ も適用す る のか ど う か . (3) 治安維持法その も




まず， 1922年 と1923年に議会に提出 さ れた 「過激社会運動取締法案j と植民地問題 と の関連
を検討しておこう。
この法案は治安維持法の直接の前触れであり，準備作業ととらえられている。しかし，法案








人jも介在して， I赤化運動 ヲ 利用 シ テ ， 朝鮮独立 ノ 日 的 ヲ 達セ ン ト シ テ居ルJ と 述べて い
る (29Lこのような法案説明は，朝鮮の独立運動をも法の対象とするという意闘を示している
といえる。
「過激社会運動取締法案J (司法省案)の第 1条，第 2条には「幌管、ヲ素乱ス Jレ事項Jとい
う下旬が含まれており，その範出が問題となったが，政府側はこれに関して内務省警保局事務
II村貞阿部に 「過激社会運動取締法釈義j を作成さ せ， 政府答弁に備えた。 そ の 中で . I報






になっていた内務省警保周作成の勅令築では， I政府 ヲ 転覆 シ又ハ邦土 ヲ 倦窃 シ其 ノ 他朝憲 ヲ
素乱スルコトヲ目的トシテ」とされていた (31L
ところで. 1921年末に司法省 ・ 内務省が協議の結果， 決定 し た法案では， 第6 条に 「本法ハ
帝国外ニ於テ第一条乃至第四条ノ罪ヲ犯シタル者ニ之ヲ適用スjとされていたのが，翌年 2 月
14 日閣議決定怠 れた法案では， I本法ハ本法施行区域外ニ於テ j と 変更さ れてい る (32L こ れ に
ついて. JiI村は次のよ う に述べてい る 制L
法律施行医域ハ特別ノ明文ナキ限リハ我カ本土ニ限ルヲ原則トスルヲ，I)テ本法施行区域外
トハ我カ本土以外ノ地ヲ謂フへク，朝鮮台湾樺太関東州南洋嫡民地其ノ他諸外国之ニ属ス。









1922年3 月6 臼 ， 貴抜院の過激社会運動取締法案特別委員会で伊東祐弘議員 (子爵議員) が






































これは， I殖民地独立企両j が 「統治権範囲 ヲ 制限ス ル事項」 の1 っ と し て 「朝憲素乱」 に
該当することを暁示した最初の資料である。その後，治安維持法案からは「朝憲楽乱Jという
字句が消え，代わりに「国体変壊J I同家若ハ国権 (罰法) ヲ 否認j な どの字句が登場 し ， 最
終的に「国体若ハ政体ヲ変革シjという字句に修正されていくことになる。この修if過程で，
上に挙げたような f朝憲素乱該当事項J は，解釈}:すべて It弱体若ハ政体ヲ変革シ」に吸収さ
れたと考えられる。「殖民地独立企画Jもそれに該当するものと解釈されていたであろう。
1925年3 月17 日 ， 貴族院の治安維持法案特別委員会で植民地独立問題と治安維持法と の関係
が取り上げられた。まずこれに触れたのは，台湾総督府警視総長を務めたことのある湯地幸平




























すでに述べたように，三・一運動後， 1920年代前半， 朝鮮総督府の治安ヨ詞 ( こ こでは警祭 ・
検察)は次第に共産主義思想、・運動への危機感を深めていた。高等法院検事長が検察局監督官
(地方検察局首席検事)会議で「過激社会運動J r共産主義j に触れる訓示を し たの は， 1922年
5 月2 日 の会議が最初であ っ た。 検事長は訓示で， 独立思想、が宗教や民族自決主義， さ ら に は
共産主義の思想を籍りて現れようとしており，その中でも共産主義は「朝鮮人ノ思想ニ照シ朝
鮮ニハ伝播ノ可能性アルモノト，思フノテアリマスJと警戒感を示した上で， r過激手段 ヲ 採ル




しかし 1923年 5 月 12日， 1924年5 月86 の会議での訓示は， 若十二ニ ュ ア ン ス そ異にす る も
のになっている。「過激思想J r社会運動」 に対す る取 り締ま り を強調す る点は開 じ だが， こ れ
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らに対して「適当ノ処置J I柏当 ノ 処置J を取 っ て， I其ノ 思想ノ 調浸セ サルニ先チ之カ 訪 It-. ニ
努力Jすべきであり， I危険思想ノ 防遇策J も必要だ と し てい る のであ る 仰)。 す な わ ち . I思
想、」が表現される前にこれを防止することが課題として認識されるようになったと見られる。










































自の治安維持に関する制令は不必要となった。治安維持法は1925年 4 丹 22日公布， 5 月12 日施
行されたが，植民地なと、については 5 月 8日勅令第一七五号「治安維持法ヲ朝鮮，台湾及樺太
ニ施行スルノ件J，勅令第 A七六号「関東側及南洋群島ニ於テハ治安維持ニ凋シ治安維持法ニ
依ノレノ件」が出され， I舟地」 と 同 じ5 月12 日 に施行さ れた。2 つの勅令が必要であ っ たの は，
朝鮮など帝国領土と，相借地である関東州，委任統治領である南洋群島では，名罰的に法律
「施行jと法律「依用Jという違いがあったからである。
勅令第一七五号を盟議決定した擦に提出された f理由」には， I治安維持法制定 ノ 趣旨 ニ鑑
ミ本法ヲ朝鮮，台湾及樺太ニ施行スルノ必要ヲ認ムルニ由ノレJと書かれているだけで，それ以
i二の説明弘 説明のための資料 も付さ れてい な い (43L
(2) 制定直後の総督府の姿勢


















































の「警告jである。同年 6丹から 8月にかけて朝鮮各地にある 156の「要注意出体J (思想、団体・

































f時代日報J も 同 日 の社説 「治維法施行につ いて」 で， 制令 と 同 じ よ う に解釈 ・ 適用の範闘
が広汎にわたる恐れがあり， r肉体J な どi慶昧な概念が用い ら れてい る こ と を鋭 く 批判 し た上
で，告IJ令と合わせて朝鮮の未来を千二葉三重に拘束するものと論じて，その撤廃を主張した。
F朝鮮日報』 も 2 回にわた っ て社説を掲載 し たが， そ の論旨は上の両紙と重複す る ので， 省
略する。
朝鮮:人側の批判と反対論が強かったことは，朝鮮総督府自身の文書からもうかがえるO
1925年末に召集さ れる第五十一回帝国議会培 と し て警務局が作成 し た 「説明資料 (高等関係) J
では，治安維持法に対する朝鮮人の感想、・態度を 3種類に分けて紹介している。「有識階級有
産階級Jは， r不程、行動 ヲ取締ルニ最適当ナ ル法律j と評価 して い る が. r主義者農村運動者又
ハ労働運動者」は，今後は当局の了解会得て運動をすべしとする者， r悪法 ノ 実施ニ依 リ 益刺
戟セラレ一層域烈ノ度ヲ加フル」だろうが，しばらくは法運用の如何を充分研究しなければな











































朴慶植「治安維持法による朝鮮人弾圧J r李刊現代史』 第 7 号. 1976年 (向著 『天皇制国家
と在日朝鮮人J社会評論社. 1976年 [新版1986年]所収)。
水野直樹「治安維持法と朝鮮・覚え書き J r朝鮮研究』 第188号. 1979年4 月 。






張信 11920年代民族解放運動と治安維持法j 延世大学校大学院史学科硯士論文. 1994 年6 月






荻野富士夫編 F治安維持法関係資料集』全 4巻，新日本出版社， 1996 年。
上羽修『夢に駆ける一一治安維持法下の青春 J青木書店. 1996 年。
(2) 外務省編 「外地法制誌』 第2 巻 f外地法令制度の概要j 参照。
(3) 新井勉 「治安望書察法の外地施行J 113-114 頁， 参照。
(4) ただ し ， 併合以前の保安法違反事件の判決を発見 し えて いな いので， 条文の解釈がどの よ う な
ものであったかを明らかにすることはできない。併合の判例では，保安法第 7条の「政治」の解
釈として， 1独 リ 帝国主権ノ 作用 タ ル権力行使ノ 方法若ハ権限分配ノ 組織ニ関ス ル事項 ノ ミ ヲ 指
称スルニ非スシテ帝国主権ノ存立ニ関スル事項をも併称スル法意ナリ従テ帝国/領土ノ一部ヲ帝
盟主権/統治ヨリ離脱セントスルコトヲ目的トスル行為ハ保安法第 7条ニ所謂政治ニ関シトアル
行為ニ該当 Jすると 8れ(大lE 8年 7月 31臼高等法院判決)，独立運動 iこ対して適用されること
となった(置鮎敏宏編 F朝鮮法律判例決議総境 J大阪屋望号店. 1927 年， 201 良ー) 。
(5) 本卜慶楠 「治安維持法に よ る朝鮮人弾圧J 116 頁， 参照。
(6) r朝鮮新樹J 1909 年6 月18 日 。 「朝鮮新聞J は仁川発行の臼本語紙。
(7) r朝鮮新開J 1909 年12 月9 日。 同月15 日 に も向機の記事があ る 。
(8) r朝鮮新聞J 1910 年9 月13 日 ， 17 日 。 な お， 西北学会のみは学部次官俵孫ーか ら解散命令を受
けた。俵は， I葉会は一学会ではあ るが一般の多 く は政党と認めてい る ので . 11::. む を得ず今般解
散を命じる」と述べたという (r長城新聞 J 1910 年9 月13 臼 )。
(9) r朝鮮新聞J 1910 年9 月16 日 。
(10) r朝鮮総督府官報J 1910年9月23日 。
(11)国立国会関書館憲政資料室所蔵「倉富勇三郎文書J 30-240






日本帝国主義J (鹿野政直・白井正直編『近代日本の統合と抵抗j 3 ， 日本評論社， 1982年， 所
収) 133頁， は法制局長官とするが誤 り であ る 。
(14)友邦協会『朝鮮における司法制度近代化の足跡J友邦シリーズ第 4号， 1966年， 120頁。 な お，




(16)原歪一郎編『原敬日記J第 5巻，福村出版， 1965年， 84頁4 月9 日条。




法部長官は談話を発表して， If白j等外人の煽動せる形跡、を認めずJ と して噂を否定 し て い る (r京
城日報j 1919年3 月12日夕刊)。 ただ し ， 告IJ令第7 号が閣議で決定さ れる の と ほ ぼ時期を間 じ く
して平壌の米国人宣教師モーリーら 8名が犯人蔵院の容疑で家宅捜索され，モーザーが公判にか
けられるという事件が起こっている (r京城日報j 1919年4 月108 ， 168 , 20 日 )。 制令発布を理
由づけるための事件だった可能性があるO
(20) r京城日報j 1919 年4 月16 臼 。
(2 1) 朝鮮総管府の議会説明舟文書で も ， I保安法所定ノ 刑ハ最重芳IJ懲役二年ニ シ テ犯情黍キ者ニ対
シテハ罪責ニ相当スル刑罰ヲ科スルヲ得サル憾アリテ刑政上支障砂カラサリシヲ以テ大正八年四
月本令ヲ発布シタ 1) J と さ れて い る 。 「第四二議会用説明資料J (法務局所管分) r朝鮮総督府帝
国議会説明資料 J不ニ出版復刻版，第 11巻， 212-213 頁。
(22) 朝鮮総督府法務局 『妄動事件処分表J 1920 年， 7 貰， 20 頁。 ただ し :有罪確定判決の統計表では，
併合罪については重い刑を定めた罪(例えば殺人・放火)の欄に記載されているため，保安法，
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